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本稿の課題は, 東南アジアオートバイ産業の形成と発展のあり方を明らかにしよう

とするにあたって議論すべき実証的課題と理論的問題を示すことである｡ それゆえ,

本稿ではオートバイ産業の概要を確認し, あわせて先行研究のサーベイを行っていく｡

まず, オートバイ産業の概要と特質についての整理を行う｡ このことにより, 東南

アジアオートバイ産業の世界における相対性と独自性が示されるだろう｡ 続いて, オー

トバイ産業に関する先行研究のサーベイを行う｡ 東南アジアオートバイ産業に関して

必要な先行研究のサーベイとして, 日本オートバイ産業と中国オートバイ産業, そし

て東南アジアオートバイ産業の�つを挙げることができるだろう｡ これは以下のよ

うな理由による｡ すなわち, 日本と中国オートバイ産業は地場系企業が発展を主導す

るという内生的な発展パターンを示したのに対して, 東南アジアオートバイ産業は日

系を代表とする外資系企業が発展を主導するという外生的な発展パターンを示した｡

それゆえ, 東南アジアオートバイ産業を検討するに当たっては, それに大きな影響を

及ぼすこととなった日本および中国のオートバイ産業についての動向を確認する必要

があると考える｡ ただし, 本稿で行う先行研究のサーベイは, その特徴とそれに対す

る本稿の評価に限定する｡ なお, 先行研究によって明らかにされた日本, 中国, 東南

アジアオートバイ産業の形成と発展の具体的な動向については, 紙幅の制約から別稿

で検討することにする｡

こうした実証的課題と理論的問題の検討から, 外資系企業が主導する発展途上国の

工業化のあり方に関する理論的枠組みについての示唆が得られることだろう｡ さらに

は, 本稿で示唆された理論的枠組みを踏まえることによって, 現在途上国での発展著

しいオートバイ産業に関する効果的な工業化支援戦略を打ち立てていくことも期待で

きるだろう｡
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ここでは以下の構成に従って議論を進めていく｡ まず, 世界のオートバイ産業にお

ける生産, 販売, 輸出の現状を確認する｡ あわせて世界の主要国における生産台数,

輸出台数の推移を見ていく｡ こうした検討から世界における日本と中国, 東南アジア

のオートバイ産業の存在感の大きさが示されるだろう｡ それゆえ, 本稿では日本と中

国オートバイ産業の発展プロセスとその特質について, 続いて, 世界のオートバイ産

業における主要オートバイ生産国の����年代以降の輸出額と輸出先エリアの推移を

通関統計に拠りながら検討する｡ さらに, 生産主体を完成車企業とサプライヤーそれ

ぞれについて確認する｡ 最後に市場特性について示していく｡
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図���は, オートバイ産業の生産台数と販売台数, 直接投資の流れ, 完成車輸出

の動向に関する概要を示している｡ ����年, 世界全体で����万台以上のオートバイ

が生産されたと推計されている (『世界二輪車概況』, ����)｡ そのうち図�ではその

��％以上にあたる	
��万台分の生産台数が示されている｡ 販売についても世界全体

で	
��万台以上に達し, 図���にある各国合計販売台数は	���万台と世界全体の


�％を占めている｡ ちなみに図���は円の面積が各国の生産台数のおよそのスケー

ルを, 黒矢印が直接投資の流れを, 白抜矢印が完成車輸出の流れを示している｡

����年の各国の生産台数は, 中国���	万台, インド���万台, インドネシア���

万台, タイ�	�万台, ベトナム���万台であった｡ ����年の販売台数は, 中国����

万台, インド���万台, インドネシア��
万台, タイ���万台, ベトナム���万台,

であり, ベトナムを除いて, 生産台数より販売台数のほうが少なくなっている｡

また一部生産国は輸出を盛んに行っている｡ 生産台数に占める輸出割合は日本が��

％と圧倒的に高くなっている｡ 台数ベースでは���万台もの輸出を果たした中国が

第�位となっている｡ またタイも輸出割合が��％を越え, 輸出拠点となっているこ

とが確認できる｡ 輸出先は, 北米やヨーロッパなどの先進国の既存市場に加え, 中南

米, 中近東, アフリカなど発展途上国の新興市場も目立つ｡ これら輸入国は (小型)

オートバイの国内生産をほとんど行っていないため, アジア各国の完成車輸出の受け

皿となっている｡

一方で, インドやベトナム, インドネシアなどは輸出割合が�％以下で, これら国々

における大部分の生産は国内市場を満たすために向けられていると考えられる｡ 輸出

については各国が積極的に行っているが, 直接投資を通じた海外生産は日本によるも

のが大部分であり, 他は台湾, 中国が一部行っているに過ぎない｡

以上, アジアにおける発展途上国が世界のオートバイ産業の生産・販売両面におい
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て極めて重要な地位にあることが分かるだろう｡ さらに中国やタイなど一部の国は輸

出も積極的に行っていることが示された｡ ただし, 海外直接投資に関しては日本によ

るものが大部分であった｡ すなわち, 図���に示されているアジアの各発展途上国

は, 完成車に関する輸入代替は達成し完成車輸出も一部積極的に行っているが, 直接

投資を通じた海外生産までは本格化していない, と結論できる｡
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出所�『世界二輪車概況』 (����) および各国通関統計を参照し､ 適宜筆者調査により補足した｡
注�各国の円の面積は生産台数の大きさにほぼ比例している｡ 日系シェアとは当該国販売市場に

おける日系企業の販売シェアを意味している｡
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����年代まで, オートバイの生産は, 日本及び欧米に限られていた (図���)｡ し

かし����年代以降, アジアにおける生産台数が急激に拡大した｡

全世界のオートバイの生産台数は, ����年の����万台から, ����年には����万

台程度にまで増加した｡ この間の増加分は�	��万台 (約��	％増)であり, �
年で


倍以上成長した｡ こうした中でも, 中国, インド, インドネシア, タイ, ベトナムの

�カ国における生産台数の成長は突出していた｡ これら�カ国合計の生産台数は,

����年に�	�万台 (中国�
�万台, インド���万台, インドネシア��	万台, タイ

�	万台, ベトナムごく少量) であったのが, ����年には

��万台と, �
年で生産

台数を����万台 (��
％増)も増大させ, 	倍以上の規模に成長した｡ 以上から, オー

トバイ生産の中心が欧米や日本といった先進国からアジアを中心とした発展途上国に

シフトしたことが分かる｡
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オートバイの輸出は, 生産と同様に, ����年代までは日本およびドイツ, イタリ

アなどのヨーロッパ各国に限られていた｡ ����年, 日本は �
�(��������
����

����) を含む完成車輸出が���万台, 
�セットが約��	万台と世界のオートバイ貿

易量の	�％から��％をも占めていた (『世界二輪車概況』, ����)｡ しかし, ����年

代後半からアジア各国で国内生産が本格化したことを受け, ��年代に入ると台湾,

タイが輸出を本格化させた｡ さらに����年末以降, 中国は爆発的に輸出拡大をさせ,
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出所�『世界二輪車概況』 (各年版)を参照｡ ただし, 中国の����年から����年までの生産台数
については中国汽車技術研究中心 (����) を, タイの生産台数については���の��を参
照した｡ またベトナムの生産台数については筆者調査に基づいている｡
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����年以降, 中国が世界最大の完成車輸出国となった (図���)｡ ����年の中国の輸

出額は日本の完成車輸出額のおよそ���倍の��億ドルであった｡ その一方で, 日本

の完成車輸出は長期低落傾向を示し, ����年以降は��億ドルを割り込んでいる｡ こ

れは, 海外における日系企業の生産能力の高まりとそれによる各国における完成車の

輸入代替の進展を示していると考えられる｡ 輸出額は中国, 日本に続いて, 台湾, タ

イ, インドの順となっている｡ また輸出先国・エリア数は, 中国, 日本, インド, 台

湾, インドネシア, タイの順となっている (表���)｡ 中国, 日本の輸出先は���を

超え, 全世界に輸出している｡

一方, 部品輸出については日本が世界第一位の座を守っている (図���)｡ しかし,

����年以降, 中国は部品輸出も増大させ, 日本に肉薄している｡ 日本, 中国に続き,

タイが世界第�位の部品輸出国となっている｡ 中国, 台湾, インドは完成車輸出額

のほうが部品輸出額よりも多くなっているが, 日本, タイ, インドネシアは部品輸出

額のほうが完成車輸出額よりも多くなっている｡ これは, 後者の国々の間で国際的な

部品供給のネットワークが構築されていることを示唆しているだろう｡ 輸出先国数に

ついては, 中国が最多となっていて, それに日本, インド, タイ, インドネシア, 台

湾が続いている (表���)｡ 完成車と同様, 部品も世界各地に輸出されていて, 日本,

中国, タイは輸出拠点化していることが分かる｡
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出所	
��
��������
��より｡ ただし, 原データは, 日本 (����年から����年)�日本関税協会,
中国 (����年から����年)�������������, タイ (����年から����年)������������
����������, 台湾 (����年から����年)���� ������!������"�����
�#�������, インド
ネシア (����年から ����年)�$�������!�%��������, インド (����年から ����年)�
��"%&$'(������)�#������!�｡ 日本の輸出額には排気量���!!以上の中大型オートバ
イは含まれていない｡
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オートバイ産業は, 完成車オートバイを開発し, 生産し, 販売する完成車企業と部

品を生産するサプライヤー (完成車企業も部品生産を行う) によって構成されている

機械組立型産業である｡ 以下, 完成車企業とサプライヤーのそれぞれについて確認し

ていく｡

� ����	

完成車販売市場における日系企業のシェアは中国で約��％, インドで約��％, 東

南アジアで約��％である (図���)｡ 各国の完成車輸入は少なく現地生産オートバイ

が大部分であることから日系完成車企業は, 日本で���万台, 海外の主要生産拠点

で����万台以上を生産し, 世界全体で����万台程度の生産規模にあると考えられ

る｡ 中国系完成車企業は, 中国国内で約��％の市場シェアを確保しさらに輸出を行っ

ていることから, �	
�万程度の生産規模である｡ インド系完成車企業は, インド国

内市場のシェアが
�％程度であることから���万台程度の生産規模である｡ この他,
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出所�図���に同じ｡
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出所�図���に同じ｡ ただし, �つの部品コード (	�����・	�����・	�����) を合計した｡



欧米の企業が��社ほどあるとされているが, その生産規模は各社とも��万台以下

が大部分である (『世界二輪車概況』, ����)｡ またアジア各国で地場系完成車企業は

勃興しつつある｡ しかし, 現地進出した日系完成車企業と中国からの輸出圧力により,

各国市場の急激な拡大ペースほどは各国地場系完成車企業の成長は見られない｡ すな

わち, 全世界の生産台数����万台のうち, ��％強を中国系完成車企業が, ��％弱を

日系完成車企業が, ��％程度をインド系完成車企業が, 生産しているといえる｡ こ

うしたことから, 世界のオートバイ産業における主要な生産主体は, 中国系完成車企

業と日系完成車企業と考えられる｡

図���で示されているように, 日系完成車企業と中国完成車企業は, 現地で生産す

るか, 完成車を輸出するかという海外進出への形態に違いがある｡ 日系完成車企業は

直接投資で市場があるところで現地生産を行っている｡ 一方, 中国系企業は, 主に中

国国内で生産したオートバイおよびオートバイ部品を海外に輸出している｡

以上の完成車の生産主体に関する考察から, インド, 中国を除くアジア各国市場の

拡大は, 各国の地場系完成車企業の生産によるものというよりもむしろ, 進出日系完

成車企業の生産もしくは中国を中心とする海外からの輸入によって担われているとい

える｡ オートバイ産業は多様な各国販売市場が存在し成長している一方で, 完成車の

生産主体は限定的であると結論できる｡
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モデルや部品のカウント方法により幅が生じるが, �台の完成車オートバイの組立

には���種類から����種類, ����点もの部品・材料が必要とされる｡ それゆえ, オー

トバイ産業は自動車などと同様の組立型機械産業とされる｡

主な部品は, エンジン部品, 駆動部品, 電装部品, 車体部品, その他に大きく分け

られる｡ それぞれの特徴や構成部品は表に示すとおりである (表���)｡ また主な材

料は, 冷延鋼板・棒材などの鋼材, アルミ・銅・白金などの非鉄金属, スプリング・

電線などの金属製品, 塗料・樹脂などの化学製品, ガラス・セラミックなどの窯業製

品, その他繊維製品, 石油製品, ゴム製品, 皮革製品など多様なものから構成される｡

重量的には鋼材関係の占める割合が大きく, 一般的な排気量�����程度の小型オー

トバイの場合, 全車体重量���キログラムのうち��キログラム程度を鋼板やパイプ

で占めている�)｡

このようにオートバイというひとつの製品を生産するためには, ����種類����点

以上からなる部品・材料を必要とする｡ そのため, オートバイ産業の発展に伴ってプ

レスから鋳造, 鍛造, 溶接, 熱処理, 表面処理, 機械加工, 電子基盤の実装と様々な

東南アジアオートバイ産業に関する実証的課題と理論的問題 (三嶋) ―��―

�) タイホンダでの聞き取り調査 (����年	月)に基づく｡



工程を経た多種多様な部材の供給体制基盤が整備され, 特定部品や工程に偏重しない

総合的な工業化を推進することが期待できる｡

さらにこうした部品生産や工程は, 完成車企業だけでなくサプライヤーによっても

担われる｡ そのため, 完成車組立には多数の企業からなるサプライヤー群の形成が必

要となる｡ 実際, 日本オートバイ産業におけるサプライヤーの数は, 完成車企業と直

接取引を行う�次サプライヤーが���社から���社程度, 完成車企業と直接取引を
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特 徴 主な構成要素 主な構成部品

エ
ン
ジ
ン

最高速度, 登坂性能, 加速性能 (発進加速, 追
越加速), 燃料消費を要件とする動力性能を規
定する

シリンダ・
クランク関係

ピストンリング, クランクシャ
フト, シリンダヘッドなど

動弁系 エンジンバルブなど

吸気系
キャブレター, エアクリーナー
など

排気系 マフラー, 触媒など

冷却系 ラジエターなど

駆
動
機
構

エンジン・駆動輪間に位置しエンジン動力を走
行条件に合った駆動力に変換し伝達し必要に応
じて断続する機能を有する｡ 機動性確保のため
小型軽量を要し, 乗車姿勢により変換・クラッ
チ操作に大きな力や動きを要求できない

�次減速機構 ドラムギアなど

クラッチ・
トランスミッ
ション系

クラッチなど

�次減速機構
スプロケット, ドライブチェー
ンなど

電
装
機
構

構造上取付けスペース制約が大きく小型軽量化
を要す｡ またエンジン振動や悪路走行による車
体振動を直接受けるため高い耐震性を要する｡
さらに外部に直接露出するものも多く高い耐水
性と耐候性を要する｡ 近年, 燃費向上や要求性
能の向上から電子制御化が進みつつある

点火系 スパークプラグ, ���など

充電系 バッテリーなど

始動系 スターター, ��	など

信号系 スイッチ類, 計器類など

照明系 ランプ類, ホーンなど

車

体

エンジン, 駆動部品, 電装部品を除いたものを
指す

フレーム系 フレーム, ハンドルなど

ステアリング
系

スロットルなど

サスペンショ
ン系

ショックアブソーバー, フロ
ントフォークなど

タイヤ・
ホイール系

タイヤ, ホイール, リムなど

ブレーキ系
ブレーキディスク, ブレーキ
ホースなど

ぎ装系 カウルなど

その他
ステッカー, 塗料, スプリン
グ類, ボルト類, ゴム部品,
樹脂部品など

出所
ヤマハ発動機株式会社モーターサイクル編集委員会編著 (����), つじ (����)､ 神谷 (����)
などを参照｡



行わない�次以下のサプライヤーは����社以上とされる�)｡ また中国オートバイ産

業のサプライヤー数は����年に����社であった (大原, ����, 	
��, 表�)｡ そし

て, こうしたサプライヤー群 (裾野産業) は後に確認する日本オートバイ産業の発展

過程でもみられたように, オートバイ産業だけでなく自動車産業や電機産業の発展に

も大きく寄与した｡ オートバイ産業が自動車産業の発展に大きな貢献を果たしたこと

は, ｢二輪車分野では, ･･･ (略) ･･･����年に本田技研工業および鈴木式織機 (����

年鈴木自動車工業, ����年スズキに)への納入を開始した｡ ･･･ (略) ･･･二輪車メー

カーを顧客とすることで, 顧客の要求にこたえられる技術対応力のスピードと, 激戦

を生き抜いていくための原価低減の企業体質を, 身に付けることができた｣ とデンソー

の社史においても明確に指摘されている (デンソー, ����, 		
��� ���)｡

��� ����

オートバイという製品は耐久消費財であり, 各国市場の特性に強く影響される｡ そ

のため, 市場特性について確認することは, オートバイ産業のあり方を考察する本稿

にとって重要な作業であるだろう｡

����年代以降, 世界におけるオートバイの販売台数は�倍以上になったが, その�

割以上は中国, インド, 東南アジア各国というアジアの発展途上国で占められた｡ こ

うした市場の特性は各国で異なるものの, 次のような共通点も確認できる｡

第�に, 所得レベルとオートバイ普及率である｡ 一般に����米ドルに達しないと

自動車のモータリゼーションは生じないとされる一方, ����米ドルがオートバイの

モータリゼーションの普及の目安とされている｡ こうした成長著しい国々の所得水準

はマレーシアを除き一人当たり年間�
�が����米ドル未満であり, オートバイの

モータリゼーションの時期にあたるかそれへの突入期にあたる (表�
�)｡

オートバイの普及率については, 人口をベースとしたオートバイの普及状況から確

認する (表�
�)｡ 普及率は台湾が�台あたり約�人と世界で最も高くなっている｡

そのためこの台湾の数字はどこまでオートバイ市場が拡大するのかという市場の潜在

性の一つの基準となっている｡ 中国, インドは現在でも市場が世界最大であるが, 普

及率から見てもまだまだ潜在的な成長可能性が大きいことが伺える｡ 一方で, 東南ア

ジア各国ではオートバイの普及が進んでいることが分かる｡

第�に, オートバイの社会的な位置付けの高さとそれに起因する潜在的需要の大

きさである｡ 成長著しいアジア各国におけるオートバイの位置付けは日本や欧米諸国

と大きく異なり, その特徴として次の�点を挙げる｡

東南アジアオートバイ産業に関する実証的課題と理論的問題 (三嶋) ―��―

�) 日本オートバイ産業における�次サプライヤー数については植田・三嶋 (����) に, �次以下の

サプライヤー数については太田原 (����, 	
���, 図�) に基づいている｡



ひとつは, これら途上国におけるオートバイの社会的な地位の高さである｡ 途上国

においてオートバイは単なる移動手段ではない｡ これら各国では, オートバイは移動

のために個人が乗るだけでなく, トラックの代わりに荷物を運ぶなど実用面でフル活

用されている｡ このように途上国ではオートバイは極めて厳しい環境下で用いられる

ため, オートバイに対する要求性能は厳しくなる｡ さらにこうしたハードな使用環境

は, オートバイの代替製品としての自転車の役割を減じることになる｡ というのも,

これら途上国の気候は熱帯に属するため, 自転車ではこうしたオートバイの役割を代

替できないからである｡

もうひとつは, 公共交通機関の未整備を補うことである｡ 発展途上国ではバスや鉄

道などの公共交通機関は未整備であることが多く, 個人的な移動に加えタクシーとし
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������������	
��
������������

普及率
一人当たり年間���

(米ドル)

ア ジ ア

台湾 ���� ��	
��

マレーシア ���� �	��


タイ ���
 
	��


ベトナム ���� ���

日本 
��� ��	��


インドネシア (
���) ����� �	���

中国 (
���) 
���� �	
��

カンボジア (
��
) 
���� 

�

インド (
���) ���

 ���

フィリピン ����
 �	���

パキスタン ����� �
�

バングラデシュ ������ ���

欧 米

イタリア (
���) ���� 

	���

ドイツ ����� ��	���

フランス (
���) 
���� ��	���

米国 (
���) ���
� ��	���

中 南 米

ブラジル 
��
� �	�
�

アルゼンチン 

��� �	�



メキシコ ������ �	

�

アフリカ
ナイジェリア (
���) 
����� ���

ケニア (
��
) �	��
��� ��


出所�一人当たり���について������������������ !���"�#!#$#%&'
を参照｡ 普及率は 『世界二輪車概況』 (
���) の各国保有台数から
筆者が計算｡

注�普及率とは, オートバイ�台あたり人口 (人／台)を意味する｡



ての役割も果たすオートバイが重要な交通インフラの一翼を担っている｡ このためオー

トバイが普及している途上国では, 一足飛びにドアトゥードア (����������) の交通

インフラが現出している｡ オートバイと人々の生活は日本より格段に強く密着してい

るといえるだろう｡

���������	

��� 
���
�	����������

日本オートバイ産業に関する先行研究は, 議論の対象から次の�つに区分できる｡

第�は, 日本のオートバイ完成車企業に焦点を当てて, 日本オートバイ産業の歴史

的発展プロセスと技術形成プロセスを明らかにしたものである｡ 主要な研究として,

日本自動車工業会 (����), 太田原 (	


�), 富塚 (	

�), 出水 (	

	), 片山 (	

�)

などが挙げられる｡ 太田原 (	


�) はホンダの主導により日本オートバイ産業が大

量一貫生産システムを確立し, 規模の経済における優位性を築いたことが成長の礎と

なったことを明らかにした｡ 出水 (	

	) は, 技術史的な観点から, ホンダの生産技

術の形成と大量一貫生産システムの確立, 商品開発システムを示した｡ それまであま

り明らかではなかった日本オートバイ産業の発展史に正面から取り組みその特質を指

摘したという点で, 太田原 (	


�), 出水 (	

	) の研究上の功績は大きかったとい

える｡

第	に, 浜松地方における産業集積に焦点を当てて日本オートバイ産業の企業間

取引関係について考察した先行研究である｡ この主な研究は, 静岡県中小企業総合指

導センター (���
), 田中 (����), 青山 (����), 関 (����), 長山 (	

�), 太田原

(	


) などである｡ これらの研究は上のタイプの研究であまり検討されなかったサ

プライヤーを含めた日本オートバイ産業の分業構造を明らかにしたという意義がある｡

本稿で詳細に検討するように, オートバイ産業における完成車企業は高い外注率を示

し, その競争力はサプライヤーから調達する部材の���(�������・����・��������) に

依存するところが大きいため, サプライヤーも含めた分析は欠かせないものであった｡

また完成車企業は生産に当たってサプライヤー群の形成を促すとされるが, そうした

サプライヤー群の性質は完成車企業の取引形態や製品アーキテクチャ (後述) に大き

く依存することがこれらの研究から示された｡

第�に, 日本のオートバイ産業の海外展開に関する先行研究である｡ 日本オート

バイ産業は, ���
年代以降輸出を本格化させ, ���
年代後半からは海外生産を本格

化させたことが, 輸出に関する通関統計から明らかであるだろう｡ ただし, こうした

日本オートバイ産業の海外展開に関する研究は, 上記	点に関する研究に比べてそ

の蓄積は限られている�)｡ しかし, 東南アジアオートバイ産業は日本企業の海外展開

東南アジアオートバイ産業に関する実証的課題と理論的問題 (三嶋) ―��―



によって担われた側面が大であることから, このタイプの先行研究は本稿とも直接関

係する｡ そこで以下, やや詳細に研究内容の確認とそれに対する評価を行いたい｡

日本のオートバイ産業の海外展開に関する最も本格的な先行研究として, 大原

(�����) が挙げられるだろう｡ 大原 (�����) は, 本稿でも後に詳しく検討する知的

資産アプローチに基づいて, 日本の完成車企業がグローバルな生産ネットワークを構

築するプロセスを, 産業資源の活用と現地市場適応に即して分析を進めた｡ 所収文献

の序論における佐藤の要約 (佐藤, �����, ���) によると, 以下のような問いを立て,

それに対し次のような解答を示したという｡ すなわち, 大原 (�����) は, ����年代

から基本技術が変化しないオートバイ産業において, どうして日系企業は支配的な地

位を維持できるのか, ということを問いにした｡ これに対して大原は, 日本オートバ

イ産業は本国における多様で厚みのある産業資源の蓄積を活用できること, 産業資源

を各国の市場に適した形で投入する現地適応能力を向上させてきた, という答えを与

えたとされる｡

分析視角の曖昧性に起因する生産ネットワークに関する問題点については後に検討

することとして, 大原 (�����) の実証的な面での問題は, 日系サプライヤーがどの

ように海外展開するかの具体的内実を明らかにしていないにも関わらず, 生産ネット

ワークという完成車企業を超えた産業の全体像を述べていることであるだろう｡ ただ

し, 大原は日系サプライヤーの海外展開の時期を���	年時点のオートバイ事業への

依存度によって規定した (大原, �����, ���
� 
�)｡ すなわち, オートバイ依存が

高いほど海外進出が遅く, 低いほど進出が早いというように, オートバイへの事業依

存度が海外進出に関係しているとした｡ 確かに収益面での自動車事業の支えがサプラ

イヤーの海外展開にとってひとつの重要な要件であるかもしれないが, それだけをもっ

てサプライヤーの海外進出要件もしくは特質とするならば, それは積極的な分析とは

いえないだろう｡ なぜなら, サプライヤーが海外進出する際には, 部品や工程の有効

最小生産規模と進出先の市場規模との関係, 補修需要の有無, 労働集約的か資本集約

的かといった部品や生産工程の特性, 現地調達規制など政策対応の側面が重要になる

はずであるからである｡ 大原 (�����) ではこうした観点が捨象された結果, 日系サ

プライヤーの海外展開の動向およびその背景は必ずしも十分には解明されなかった｡

日本オートバイ産業の海外展開についてはこの他, 欧米への展開に関してホンダの

ケースに即した太田原 (�����), 出水 (����) が挙げられる｡ しかし, アメリカへの

展開について述べた太田原 (�����) は����年代後半の輸出先としての先進国である
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	) 海外展開を行った日系企業を中心とした報告記録として, ベトナムに関して植田・三嶋 (���	),

関・長崎編 (����), タイおよびインドネシアに関して三嶋 (����
������), 中国に関して出水

編 (���
) などがある｡



北米市場の開拓という市場参入戦略に焦点を当てたものであり, 現地生産の展開など

産業形成に関する言及はない｡

出水 (����) は����年代のホンダのアメリカおよびベルギー進出について明らか

にしたが, その焦点は市場動向に当てられていて, 現地生産の具体的内実やサプライ

ヤー群の形成に関する考察は行われていない｡ このように出水 (����) は日本オート

バイ産業の海外展開, 特に生産面での展開に関して正面から取り組んだものではない

が, ホンダに代表される日本企業が海外に進出する際の生産についての段階区分を行っ

ている (出水, ����, �����	 ���)｡ まず日本企業の海外進出は, 完成車の輸出から

開始し, ある程度の市場形成の後, 当該国の政府による完成車の輸入禁止政策に伴っ

て現地生産が始まる｡ 初期は全部品を輸入し組立だけを現地で行う
��(
�������

���
�����) 生産方式が採用される｡ 現地では組立作業のみを行う ｢スクリュー・ド

ライバー工場｣ (付加価値の低い単なる組立工場) だが, 雇用が発生し, 就業機会の

増加という効果が生まれる｡ さらに現地の生産状況や関連産業の整備が進んだ段階で

��(���
�����) 生産方式に進む｡ 溶接以降の塗装, 部品現地調達など現地作業工

程が入り, 現地での生産工程が増大し, より大きな産業が現地に創出される｡

こうした出水 (����) の指摘する現地生産の進展プロセスは, 別稿で検討するよう

に, ����年代以降の東南アジアにおける日系企業でも見られたことであった (三嶋,

�����三嶋, �����������)｡ そういう意味でこの区分は妥当である｡ しかし, この

区分の視点は完成車企業に限定され, これがサプライヤーを巻き込んでどのように現

地生産を展開していくのか, という点を出水 (����) は示していない｡

��� ��������	
��
����

中国オートバイ産業に関する主たる先行研究は次の�つに区分できるだろう｡ 第�

に, 完成車企業およびサプライヤーも含めた中国オートバイ産業の形成と発展のあり

方を明らかにした研究である｡ その代表的なものとして, 中国汽車技術研究中心

(����), 松岡・池田・� (����), 大原 (��������������
) が挙げられる�)｡

第�に, 中国オートバイ産業の海外展開に関するものである｡ その主なものは,

大原・田・林 (����), 丸川 (����), 山村・申 (���	), 葛・藤本 (���	), 大原 (����


) などである｡ 先の統計データに基づく検討と同様に, これらの先行研究から, 中

国オートバイ産業は海外直接投資による現地生産を伴う進出よりも輸出が主流となっ

ているということであり, 現地生産を伴う海外展開は今後の課題であることが分かる｡

第�に, 生産システムや製品アーキテクチャに着目して, オートバイ産業から中

東南アジアオートバイ産業に関する実証的課題と理論的問題 (三嶋) ―��―

�) 中国語の文献については, 趙洋氏 (東北大学大学院経済学研究科・院生) による翻訳の協力を受

けた｡



国産業の特徴を抽出しようとする研究である｡ 代表的なものとして, 葛・藤本 (����),

大原 (����), 椙山・太田原 (����) が挙げられる｡ これらの研究は日本オートバイ産

業の製品アーキテクチャ (�����	
��	�

�	
���) をクローズ・インテグラル (	������


�
�����) 型, 中国オートバイ産業のそれをオープン・モジュール (������������) 型

とした｡ これら先行研究は日中オートバイ産業をアーキテクチャの観点から特徴付け,

それぞれの産業の特質と競争優位について考察した｡

��� ���������	
��
������

東南アジアオートバイ産業に関する先行研究は自動車産業や電機・電子産業などの

他産業や日本・中国オートバイ産業などの他地域に比べると限られたものであった�)｡

その主なものとして次の�つを挙げる｡

第�に, 東南アジア各国オートバイ産業の概要に関する研究である｡ 例えば, タ

イについては ��

����(����) や横山 (����) において, インドネシアについては

�
����(����) や山下 (����) において, ベトナムについては池部 (����) や植田

(����) などである｡ また佐藤・大原編 (����) も各国概要を示している｡

第�に, 途上国産業の発展を, オートバイ産業をケースとして発展のプロセスや

主体など全体像に焦点を当てた研究である｡ 代表的なものとして, �
��
��(����)

や三嶋 (����������) のほか, 佐藤・大原編 (����) に所収の各論文 (東, ������藤

田, �����佐藤, �����) が挙げられる｡ 佐藤・大原編 (����) の各論文の意義を総じ

て言うならば, 各国の地場系企業がオートバイ産業にどのように参入し, どのように

質的向上を図ろうとしたのかについて明らかにしたことである｡ しかし, 地場系企業

に焦点が当てられるあまり, 日系企業の展開プロセスと生産の内実に関する分析が不

十分となっていることが指摘できる｡ すなわち, 日系企業の進出動向についての分析

が行われているものの, それらはあくまで地場系企業を分析するために必要な範囲内

のものであった｡ そのため, 日系企業が主導した東南アジア各国オートバイ産業の発

展に関する全体像がこれらの研究からは判然としない｡

確かに, 佐藤・大原編 (����) は日系企業の競争優位の源泉としての産業資源や生

産経験の蓄積という指摘も若干は行っている｡ けれども, それが東南アジア各国に進

出した日系企業によってどのように発現され, どのような順序で展開され, どのよう
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にして競争優位に結びついたのかはこれらの研究からは判然としない｡

第�に, 中国オートバイ産業の研究で見られたような開発, 生産システムの特質

について述べた研究の植田 (����) である｡ 植田 (����) は, オートバイ産業におけ

る日系企業と中国企業の間の生産システム競争に焦点を当て, ��世紀初頭の生産シ

ステムを展望した｡ 植田が検討した生産システムは次の�つであった｡ ひとつは,

日系企業に見られる生産システムであり, 完成車企業とサプライヤーが協力しながら

製品や部品を開発し, 材料工程, 設備から製品まで一貫した管理の下で生産を行って

いく ｢統合型｣ 生産システムである｡ 統合型生産システムは, 製品の機能と品質につ

いて競争力を高める効果を有した｡ もうひとつは, 中国企業に特徴的な生産システム

であり, 以下の�つの特徴に代表される ｢分散型｣ 生産システムとした｡ 第�に,

標準化モデルを前提とすること, 第�に, 低コストで部品を生産する仕組みを備え

ていること, 第�に, サプライヤーを活用するネットワークとノウハウを持つ企業

が存在すること, 第�に, 完成車企業とサプライヤーがこうした生産の仕組みを活

用することで開発費用を抑えることが可能になること, 第�に, 常に変化やイノベー

ションが生じること, である｡

さらに植田 (����) は, ベトナムオートバイ産業での両者の競合関係を事例に両者

の比較分析を行い, 次の�つのことを指摘した｡ 第�に, こうした生産システム間

の競争が発展途上国の市場を中心に今後はオートバイ産業以外でも生じることを前提

に, そこではコスト競争力を有する分散型生産システムが常に優位にあるわけではな

く, 開発力に基づく技術的優位性を有する統合型システムが優位に立つことも十分あ

る, ということである｡ 第�に, 両生産システムは硬直的なものではなく, 統合型

生産システムが積極的に分散型生産システムの仕組みを取り入れている, ということ

である｡

こうした植田 (����) における分析視角について本稿でも参考にする｡ というのも,

先にみたように日本オートバイ産業と中国オートバイ産業の生産システムは互いに異

なるものであり, 両者を考察するに当たって企業間取引関係に着目することで, 両者

の特質を浮き彫りにし, さらに生産システムに関して多くの示唆を得られると考える

からである｡

しかし, 植田 (����) には次の�つの課題も残されていると考える｡ 第�に, 統合

型生産システムの特質を述べるに当たって, 日本におけるオートバイ産業の形成プロ

セスについては具体的に説明されているが, 日本企業が海外に進出した際にどのよう

に産業形成を果たし, どのように質的向上を達成するのか, に関する具体的な考察が

欠けている点である｡ 第�に, 事例としたベトナムオートバイ産業における競争構

図として, 日系企業イコール統合型生産システム, 地場系企業イコール分散型生産シ

ステム, と単純な二項対立に設定して議論を行ったために, 日系企業の現地への適応
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動向や地場系サプライヤーの動向が判然としない点である｡ 確かに近年の統合型生産

システムの変化については指摘があるものの (植田, ����, ����� ��), 分散型生産

システムの変化の有無に関する分析はない｡ そもそもベトナムにおける地場系企業は

中国と同一の分散型生産システムにあるのかどうかについても実証的な議論が行われ

ていない｡

��� ������������	
��
����������
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ここまでの先行研究サーベイで明らかになったように, 東南アジアオートバイ産業

に関して, 日系企業の主導による産業形成と発展の内実を正面から明らかにしようと

した先行研究はほとんどなかった｡ こうした中, 佐藤・大原編 (����) は本稿とは分

析焦点が外資系企業か地場系企業かで異なるものの, 類似の問題意識をもったほとん

ど唯一の先行研究として挙げられる｡ 佐藤・大原編 (����) は日系という先発に対し

てどのように後発の地場系企業が対抗していくのか, という視点で検討が行われた｡

そして, タイ, インドネシアのオートバイ産業について, 日系企業との乖離の存在を

前提に地場系企業の主体的な意思とその役割を評価し, 乖離の解消のための取り組み

を指摘した (東, �����佐藤, ����	)｡ しかし, 日系企業が圧倒的な優位を占める東

南アジアオートバイ産業における地場系企業の存在は極めて小さく, そこに焦点を当

てたこれら先行研究は東南アジアオートバイ産業の全体像を明らかにするようなもの

ではなかった｡

なぜ, 佐藤・大原編 (����) は地場系企業に焦点を当てる一方で日系企業について

詳しく検討してこなかったのだろうか｡ その要因は, 佐藤・大原編 (����) の全体の

分析視角として次にみる知的資産アプローチが採用され, その主体が地場系企業に限

定されていることが大きいと考える｡

ここで佐藤・大原編 (����) の分析視角を検討する前に, その分析対象である地場

系企業, 日系企業を含む外資系企業, 多国籍企業についてそれぞれ整理しておく｡ 末

廣昭はアジア諸国の工業化の担い手として, ｢国営・公企業｣ ｢国内民間大企業｣ ｢多

国籍企業｣ の
つを挙げ, これを ｢支配的資本の鼎構造｣ と呼んだ (末廣, ����, ���

��� ���)｡ しかし本稿が議論の対象とする東南アジアオートバイ産業の地場系企業

は, ベトナムの一部を除き国内民間企業が大部分である｡ そのため, 本稿では, 東南

アジアオートバイ産業については支配的資本の鼎構造のうちの前�者をまとめて地

場系企業とする｡ また, 本稿は多国籍企業を ｢�つの経営単位のなかに多くの国籍の

企業を抱え込んでいる企業｣ (吉原, ����, ���) と定義する｡ さらに本稿で議論する

外資系企業とは ｢ある国に対する外国企業の直接投資によってできる子会社｣ (吉原,

����, �����) と定義できる｡ 東南アジア各国オートバイ産業の地場系企業の大部分
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は多国籍化していないが, 外資系企業は多国籍化している｡ それゆえ, 本稿では外資

系企業を多国籍企業とほぼ同義のものとして議論を進めていく｡ すなわち, 東南アジ

ア各国産業の視点から見た際の多国籍企業の海外子会社とは外資系企業といえるだろ

う｡ 以上から, 本稿は企業形態として地場系企業と外資系企業の�つに区分した議

論を展開していく｡

以下, まず, 大原の�つの論文 (大原, ������大原, �����) の内容を確認する｡

続いて, 佐藤・大原編 (����) 全体の分析視角となっている知的資産アプローチにつ

いて明らかにし, 途上国産業の形成と発展の原動力となりうる蓄積主体として地場系

企業に限定することの理論的問題点を指摘する｡ その問題点を先んじて言うならば,

知的資産の定義の曖昧さと恣意性, 企業による設定時間軸の異なり, 多国籍企業によ

る優位性移転の方向の単純化, 中国と東南アジア各国の混同, の�つである｡

� ������������������

ここで検討すべき議論は, 大原の佐藤・大原編 (����) の分析視角の提示を行った

理論面を焦点に当てた大原 (�����) と日本の二輪車産業の海外展開を扱った実証面

に焦点を当てた大原 (�����) である｡ 両者はともに知的資産アプローチにより議論

が展開されていることで共通し, 大原の描く, オートバイ産業と途上国産業との関係

が明らかにされている｡ 大原 (�����������) の具体的な内容の要旨は次のようにま

とめられる｡

大原 (�����) は次の �点に着目する知的資産アプローチという佐藤・大原編

(����) 全体の分析視角を説明した｡ それは第	に, 地場系企業の独自の能力構築を

重視することである｡ 第�に, 産業発展のあり方に影響を与える最大の要因として,

一国に歴史的に蓄積された産業資源を重視し, グローバル競争よりも国内市場での活

動に着目することである｡ 第�に, 地場系企業の, 外資系企業とのグローバルな協

調よりも, それを利用し対抗するという意思を重視することである｡ 地場系の大企業

は, 本国に高度な部門を残し, 進出先でオペレーションを行うという外資系企業より

も, 知識の蓄積や産業資源の構築に貢献しうる, とした｡

その上で, オートバイ産業から明らかになる産業発展の側面として, 第	に, 地

場系企業の能力の形成, 第�に, 先進国の支配的企業との関係, 第�に, 国内の産

業資源の活用, 第�に, 国内市場の重要性, を挙げた｡ この�点から, 大原 (�����)

は, 各国の地場系企業が国内市場をベースとして成熟技術の地道な積み重ね型革新に

よって知的資産を蓄積し, 先進国企業に対抗しうる自立性を獲得していくという企業

成長, 産業発展の多様な経路の予測を示した｡

一方, 大原 (�����) は知的資産アプローチに基づいて, 日本の完成車企業がグロー

バルな生産ネットワークを構築するプロセスを産業資源の活用と現地市場適応に即し
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て分析を進めた｡ 所収文献の序論における佐藤百合の要約によると, 以下のような問

いを立てそれに対し次のような解答を示したという (佐藤, �����, ���)｡ すなわち,

ここでは����年代から基本技術が変化しないオートバイ産業において, どうして日

系企業は支配的な地位を維持できるのか, ということを問いにした｡ これに対して,

日本オートバイ産業は本国における多様で厚みのある産業資源の蓄積を活用できるこ

と, 産業資源を各国の市場に適した形で投入する現地適応能力を向上させてきた, と

いう答えを与えた, ということである｡ しかし, 大原が提示した分析視角としての知

的資産アプローチは以下にみる	つの問題点を抱えていると思われる｡

� ���������	
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�つ目の大原の分析視角に関する問題は, 根幹となる ｢知的資産｣ のとらえ方であ

る｡ 具体的には次の�つである｡

第�に, 知的資産に関する厳密な定義の欠落である｡ 大原はアムスデン (
��
��,

����) の ｢知識ベースの資産｣ を蓄積するアプローチを分析枠組みとする｡ しかし,

大原はこれを知的資産アプローチと名称を変えながらも, 変更の理由の説明を行わず,

｢知的資産｣ の厳密なる定義も行っていない｡ これが議論を曖昧にさせ混乱させてい

る根本的な要因であると考えられる｡

第�に, 限定的な知的資産の定義とそれに起因する多国籍企業による蓄積の皮相

化である｡ おそらく大原は, アムスデンの ｢知識ベースの資産｣ の説明のための記述,

すなわち ｢後発組にとって模倣が難しい企業特殊な資源, 能力であり, その本質的な

源泉は, 企業およびそれを取り巻く社会に, 長期にわたる製造経験の末に積み重ねら

れた｣ (大原, �����, ����) 資産を ｢知的資産｣ と同義とし, その定義としているの

だろう｡

そして大原は限定的に知的資産を定義することで多国籍企業による蓄積を単純化し

ている｡ このことは次の文章に特に象徴的に表現される｡ ｢最も高度な知識を要求す

る部門を先進国に残し, オペレーション部門を後発国に展開する多国籍企業よりも,

自国にベースをおき, その国と将来を共有しようとする企業こそ, 内部により知識を

蓄積し, 国内の産業資源のグレードアップをより力強く牽引すると想定されるからで

ある｡ そしてそれらの企業が, 往々にして現地の ｢大企業｣ だからである｡ さらにそ

のなかで, 独自ブランドで販路を開拓する地場のリーディング企業が, 産業発展の牽

引役の頂点に立つと本章はみなしている｣ (大原, �����, ����� ��)｡

すなわち, 大原の分析視角においては, ｢多国籍企業は先進国のみに高度な能力を

蓄積し, 途上国では重要な蓄積は行わない｣, かつ ｢地場系企業は, 途上国で知識を

蓄積し, 途上国産業資源のグレードアップに貢献する｣ という図式が固定的に描かれ

ていることが分かる｡
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この図式において, 大原の想定する知的資産とは研究開発機能に限定されていると

いう解釈が可能になるだろう�)｡ しかし, 製造企業における能力蓄積として, 研究開

発と同等に, もの造りの技能, 改善能力, エンジニアリング技術もまた重要であると

考える｡ これはそもそも, 大原が依拠するアムスデンが ｢知識ベースの資産｣ につい

てより幅広い製造に関係する能力から形成されると定義し, その蓄積の重要性を主張

していることと同様である (�������	

���
��������
	
)｡ また佐藤・大原編

(	

�) 所収の各論文も蓄積を考察するに当たって, 全般的なもの造りの諸能力につ

いて検討している｡ すなわち, 大原の定義は, 依拠するアムスデンとも, 分析視角と

なっているはずの佐藤・大原編 (	

�) 所収の各実証論文とも整合的ではない｡

以上から, 大原は ｢知的資産｣ の定義を狭めることによって多国籍企業の海外拠点

の意義を減じさせるという印象を受けざるを得ない｡ 地場系企業によるものだけでな

く, 外資系企業による多様な蓄積についてもより正当に評価するべきではないだろう

か｡

� ��������	
��
�

	つ目の大原の分析視角に関する問題は, 地場系企業と外資系企業とで設定時間軸

が異なっていることである｡ 大原は, 地場系企業に関しては蓄積という動態的な行動

を認めるのに対して, 外資系企業に関しては蓄積という動態的な行動を十分考慮しな

かった (大原, 	

��, �
	�)｡ そのため大原は分析視角を議論するに当たって, 外資

系企業の蓄積を無視し, 地場系企業の蓄積の重要性を主張することとなった (大原,

	

��, ��
�� ��)｡ 確かに大原は日本オートバイ産業の海外展開について述べては

いるが (大原, 	

��), それは日本の国内産業資源の移転をベースとしたものであり,

進出先国での知的資産の蓄積という観点は捨象された｡ こうした議論を展開すること

で, 大原はアジア各国オートバイ産業における外資系企業による生産ネットワークを

所与のものと位置付け, 地場系企業はその内部で発展していくというひとつのプロセ

スを描いた (大原, 	

��, ��
	� 	�)｡
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�) さらに研究開発機能と一口に言っても, カラーリングの変更などデザインを中心とした機能から,
機能部品以外のスペックの小変更を行う機能, 既存モデルに基づいたエンジンスペックなど機能
部品も含めたスペック変更を行う機能, 既存モデルの一部流用も含めた新モデル開発, 新モデル
の抜本的な開発, というように多岐に渡る｡ 大原はオペレーションと対比させていることから,
外資系企業はこれら全てを含んだ研究開発機能を本国に持ち, 行っているという想定であること
がうかがわれる｡ こうした研究開発とオペレーションを二項対立させた大原の議論は, 大原自身
も日系企業のデザイン機能を中心とした研究開発機能の現地化の進展を紹介しているように (大
原, 	

��), 実態に即した認識であるようには思われない｡ 東南アジア各国のオートバイ産業
における外資系企業の現状に即していうならば, 新モデルの抜本的な開発という研究開発機能の
一部を本国で担い, その他の研究開発機能は徐々に現地化されつつある, というように言うべき
であるだろう｡



けれども別稿で確認したように, 東南アジアオートバイ産業は輸入代替を進展させ

輸出を盛んに行うまでに発展したが, それは段階的で動態的なプロセスを経て形成さ

れたものでありこれを担ったのは日系企業であった (三嶋, ����������������)｡

さらに, これは概要でも確認したが, そもそも機械組立型であるオートバイ産業は,

装置型産業のように最新設備の導入によって一朝一夕に産業が形成されることはない｡

以上から, 外資系企業の生産ネットワークも動態的な発展プロセスを経たことは歴

史的にも産業特性からも明らかである｡ これに対し, 大原は企業によって異なる時間

軸を設定することによって, 外資系企業の生産ネットワークを静態的なものとし, 途

上国産業に外在的なものと位置付けているように思われる｡ しかし, 外資系企業につ

いても動態的に考察し, そうすることで外資系企業の生産ネットワークも知的資産の

蓄積に伴って動態的に形成されたと考えるほうが実態に沿った理解であるように思わ

れる｡

また, 国レベルでの産業資源の構築を重要視するという佐藤・大原編 (����) の立

場 (佐藤, �����, 	
��大原, �����, 	
��) からしても, その主たるプレーヤーで

ある地場系企業と外資系企業はともに同一の時間軸で考察するべきである｡ それはな

ぜなら, 先に見た大原のいう外資系企業による生産ネットワークとは, 佐藤・大原編

(����) において議論の重点とすると自ら定めた一国単位の生産ネットワークである

からであり, 議論の主たる対象から外したグローバルな生産ネットワークではないか

らである (大原, �����, 	
��)｡ ここでアジアのオートバイ産業がグローバルな生産

分業よりも一国単位の生産体制を築いているということは, 佐藤・大原編 (����) 所

収の各論文からも明らかである｡

このように地場系企業だけでなく外資系企業も動態的なプロセスから把握するなら

ば, 外資系企業の生産ネットワークは所与で産業に外在的なものという位置付けでは

なくなるだろう｡ それは, 外資系企業の進出と進出後の蓄積行動によって段階的に形

成されその高度化が進展したもの, すなわち動態的な発展プロセスを経て形成された

ものと捉えなおすことができると考える｡ それゆえ, 知識ベース資産の蓄積や産業資

源の構築を途上国産業というレベルで考察するのであるならば, 生産ネットワークに

依拠して発展を遂げる地場系企業だけでなく, 生産ネットワークそのものを築いた外

資系企業の蓄積行動を含めて考察を進めたほうがその理解はより深まることだろう｡

� ��������	
���



つ目の大原の分析視角の問題点は多国籍企業の優位性移転の方向を単純化したこ

とである｡ 大原が知的資産の蓄積主体を地場系企業に限定したことは, 優位性の移転

の方向をめぐる多国籍企業論からも問題を指摘することができる｡

多国籍企業論においては, 多国籍企業が国外での事業活動を行う理由のひとつとし
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て優位性の活用が挙げられている (ハイマー, ����, �������)｡ 多国籍企業の優位

性とは一般に所有優位性, 内部化の優位性, 立地優位性の�つからなる (�	

�
�


����
����
�������)｡ そして伝統的な多国籍企業論では, 多国籍企業の優位性とは

個々の職能を優れて実施できる能力とそれを支える有形無形の経営資源を意味し, 多

国籍企業の組織能力とは優位性を多国籍企業内部で移動させ海外子会社で利用可能に

する能力を意味した (山口, ����, ����)｡ こうした伝統的な多国籍企業論が指摘し

てきたように, 従来, オートバイ産業の多国籍企業の中でそのほとんどを占める日本

企業についても, その海外子会社の果たす役割も小さく, 優位性は日本本社から海外

子会社に一方向的に移転されるだけで逆方向への移転 (逆移転) はほとんどなかった

とされた (吉原, ����, ����)｡

以上は佐藤・大原編 (����) の多国籍企業の海外子会社に対する捉え方でもあるだ

ろう｡ 確かに大原は日本から進出先国という一方向の移転経路から日本の完成車企業

の海外展開を描いた (大原, �����)｡ けれども, 先に見たように大原は多国籍企業の

進出先での知的資産の蓄積行動に関する考察を十分には行っていないことから, こう

した大原の議論は逆移転が存在しないという実証的な検討に基づいているわけではな

かった｡

しかし����年代後半以降, 国際的な競争環境の変化や海外進出経験の蓄積などを

受けて, 多国籍企業はグローバルへの統合とローカルな環境への分化という�つの

課題に同時に取り組む必要が生じた｡ 各多国籍企業は, 中央集中的なグローバルな規

模の経営でコスト優位性を追求する ｢グローバル企業｣ や親会社の知識と能力を世界

的に広めて適応させる ｢インターナショナル企業｣ という優位性の移転が一方向であ

るタイプから, ����年代後半以降, 本社と海外拠点が相互依存の関係にあり共同で

知識を開発し共有する ｢トランスナショナル企業｣ という優位性の移転が双方向であ

るタイプへの進化が求められるようになった (����������������
����
����
�����

��� ����
��������)�)｡ さらに多国籍企業の海外子会社は進出先の環境に影響を受

け, そうした影響が海外子会社に限定されず企業全体へと広がる可能性も指摘された

(!��	��"�
#��
����)｡ こうした変化は日系の多国籍企業についても生じ, 各種優

位性が進出先から日本へ移転するという逆移転の増加はアンケート調査の結果からも

実証された (吉原, ����, 第�章)｡

このように近年多国籍企業の組織モデルは競争環境の変化に伴い変化しつつあり,

分散化, 相互依存性, サブユニット間のタイトな連結, ユニット間での相互学習, 組
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�) こうした ｢トランスナショナル｣ な組織は ｢マルチフォーカス｣ ($	���%�&	�) ('������#���(

����) ｢ヘテラルキー｣ (�������&�)) (*�#�	
#
����) など色々な言葉で定義されていることから
も明らかなように, 多国籍企業論において近年多くの関心を集めるようになっている (ゴシャー
ル＝ウエストニー, ����, ���)｡



織構造の柔軟性, がその理想型とされている (ゴシャール＝ウエストニー, ����, ���

� �)｡ このことから多国籍企業の組織能力の役割はかつての優位性の一方的な移転

能力に加えて, 次の�つが加わることとなった (山口, �		�, ����
 ��)｡ 第�に,

優位性の創造を海外子会社で可能にし, その優位性を多国籍企業全体で活用できるよ

うにすることである｡ 第�に, 多国籍企業のある部分で起こった競争に対して他の

部分で対応できることである｡

以上, 国際競争環境の変化に伴って, 多国籍企業一般に関する議論ではその優位性

が海外子会社から本社へという逆移転が増加しつつあることが指摘され, 移転の双方

向性が明らかとなっている｡ そしてこうした逆移転の増大は, 多国籍企業の海外子会

社の蓄積活動が増大し知的資産を構築し優位性を確立させていることの証左であると

考えられる｡

しかし, 佐藤・大原編 (�		�) はこうした国際環境の変化に対応した多国籍企業の

進化を考慮せず, 先の伝統的な多国籍企業のイメージに終始した｡ それゆえ, 外資系

企業が圧倒的である東南アジアオートバイ産業を検討するに当たって, 進出日系企業

の優位性移転に関して日本から東南アジア各国へという一方向の移転のみを考察した

佐藤・大原編 (�		�) は, 外資系企業の蓄積活動を看過し, 各国産業に関する断片的

な理解を得るに留まったと思われる｡ そうではなくて外資系企業の能力構築も考慮の

対象に含め, 優位性の移転だけでなく逆移転に代表される近年の多国籍企業の組織能

力の進化についても実証的に検討していくべきだろう｡ そうすることで, 東南アジア

各国オートバイ産業の現状に即した理解が得られ, 全体像が明らかになると考える｡

� ����������	
�


つ目の問題は, 大原がアジアのオートバイ産業に関する議論を展開するに当たっ

て, 地場系企業が強い中国と日系企業が圧倒的な強さをみせる東南アジア各国を必ず

しも整理せず混在させていることである｡ 大原は中国と東南アジア各国を混同するこ

とによって, 佐藤・大原編 (�		�) の全体に関わる�つの大きな問題を生じさせた｡

ひとつは実証と理論の関係である｡ 佐藤・大原編 (�		�) に所収の各実証論文では

各国各地域の多様性が丁寧に検討されていることとは対照的に, 大原 (�		���

�		�
) では日本オートバイ産業の競争優位となりうる一般性を引き出そうとするあ

まり, そうした多様性を無視するような印象を受ける｡

例えば, ｢�			年以降, …アジアの地場完成車企業の技術的能力が急速に向上し,

既存モデルの製造品質ならさほど差はないレベルまで到達している｣ (大原, �		�
,

����) と述べている｡ この場合, アジアとは中国をイメージしていると考えられるが,

インドネシアやタイ, ベトナムを含むのであろうか｡ 東南アジア諸国における地場の

完成車企業が必ずしも日系企業と同等のレベルに達していないことは, 上述の佐藤・
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大原編 (����) に所収の論文の検討からも明らかであるし, 三嶋 (����������) から

も明らかである｡ また逆に, 地場系企業が期待する発展経路について図を用いて検討

しているが (大原, �����, �	��, 図�), 図示された発展経路は中国を除くアジア各

国の地場系企業をイメージしているような印象を与える一方で, 中国が含まれるのか

どうかは明示的に述べられていない｡ 中国を含むのであるならば, 一義的に外国企業

に依拠する経路のほうが自立的発展を目指す経路よりも能力的に劣っているといえる

のだろうか｡ 価格競争力や生産規模なら中国の地場系企業は外資系企業を凌いでいる

ように思われるが, この図からこれらについての十分な理解は得られない｡

このように中国と東南アジア各国を明示的に区分しない議論は他にも散見される｡

それゆえ, 大原の示すアジアオートバイ産業の発展像と各章の実証論文との関係, つ

ながりが曖昧なものとなっている｡

もうひとつは分析視角の妥当性に対する疑いである｡ 大原はアムスデンの議論に依

拠して, 蓄積主体を地場系企業に限定した知的資産アプローチを示した｡ しかし, そ

もそもアムスデンによって, 地場系企業が知識ベースの資産を蓄積し発展を主導した

第�次大戦後の途上国として挙げられた国は, 台湾, 韓国, 中国, インドのみであ

る (
��
���������	��)｡ アムスデンは東南アジア各国における地場系企業が知識

ベースの資産の蓄積をどのようにして行ったのかということに関しては必ずしも明確

に示してはいない｡ これについて何らかの説明なり考察なりが必要であるはずだが,

大原 (�����) にはそうした言及はない｡ そのため, 東南アジア各国のオートバイ産

業の分析視角として蓄積主体を地場系企業に限定した知的資産アプローチが妥当であ

るかは, 大原 (�����) の議論によって明らかにはされず不明のままとなっている｡

もちろん, アムスデンの議論に依拠するかどうかによらず, 産業発展を考察するに

あたって東南アジア各国と中国, インド, 台湾, 韓国とでは区別する必要があるだろ

う｡ なぜなら, 東南アジア各国とこれらの国々では産業基盤やその背景が大きく異な

るからである｡ 中国, インドは��億を超す人口と長い産業発展の歴史を持つ有力で

多様な地場系企業, と発展途上国の中でも独自の強みを持つ (末廣, ����, ��	���

���)｡ 台湾, 韓国も地場系企業が豊富に存在した｡ これに対し, 東南アジア各国は

未成熟な地場系企業と相対的に小さな国内市場であった｡ こうしたことから, 東南ア

ジア各国の発展パターンは ｢東北アジア諸国や中国とはっきり異なるもの｣ (木村,

����, �	��) とされている｡

東南アジア各国はこうした国内産業基盤の脆弱性を補うため外資系企業を積極的に

導入した｡ これは日系企業が販売市場シェア��％以上を占め, 寡占的な生産体制を

確立しているタイやインドネシアのオートバイ産業に関してより強く当てはまる｡ こ

のように地域特性からも, 地場系企業に蓄積主体を限定した知的資産アプローチを東

南アジア各国オートバイ産業に用いることの妥当性に関しては十分な考察が必要であ
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ることが示されるだろう｡

� � �

世界のオートバイ産業に関する概要の検討から, 東南アジア各国では日系企業が生

産, 販売両面で圧倒的な地位にあること, そしてそれが中国やインドとは異なる東南

アジアオートバイ産業の独自性であること, が確認できた｡ それにも関わらず, 先行

研究はこれらを正面から検討してこなかった｡ 日本企業の海外展開という観点からの

先行研究も東南アジアオートバイ産業に関しては十分存在しなかった｡ すなわち, 東

南アジア各国オートバイ産業における競争主体の動向と競争優位の源泉は不明のまま

であり, あわせてその独自性も依然明らかにされていない, と結論できる｡

確かに, 地場系企業に焦点を当てた佐藤・大原編 (����) 所収の各論文は, 圧倒的

優位にある日系企業に対していかに地場系企業が対応しているのかを明らかにしたと

いう点で意義深いものであった｡ けれども, 圧倒的な地位を築いている日系企業とい

う基本を理解してから, 販売シェアが��％にも満たない地場系企業という例外を検

討する, というのが研究のステップとしてはより自然ではないだろうか｡ そうしたこ

とから, 東南アジアオートバイ産業の研究にあたって, 現在, 日系企業の進出による

産業形成とそれが牽引する産業発展の姿の解明が求められている, といえるだろう｡

具体的な議論は別稿で行うことにして, ここでは日系企業が形成・発展を主導した

東南アジアオートバイ産業に関する理論的問題について佐藤・大原編 (����) と比較

検討し, それを概要確認と先行研究のサーベイを行った本稿のまとめとする｡ こうし

た比較を行う理由は, 佐藤・大原編 (����) が東南アジアオートバイ産業に関するほ

とんど唯一の先行研究であるが, その分析枠組みである知的資産アプローチはいくつ

かの理論的問題も抱えていたからであり, 日系企業が主体である東南アジアオートバ

イ産業の検討にはそのまま適用できないからである｡

東南アジアオートバイ産業を議論するにあたって, 知的資産アプローチが有効であ

ると考えられるのは次の�点である｡ 第�に, 佐藤・大原編 (����) やアムスデンが

とったような途上国における企業による蓄積活動を重視するというアプローチである｡

第�に, 東南アジアオートバイ産業は国内市場を基盤とした外生的な輸入代替プロ

セスを経て発展してきたことを踏まえ, 大原 (�����) と同様に国内市場とそこにお

ける競争環境を重視していくことである｡ 第�に, 東南アジアオートバイ産業の形

成と発展という歴史に着目していくことである｡

一方, 東南アジアオートバイ産業を議論するにあたって, 知的資産アプローチでは

不十分であると考えられるのは次の�点である｡ 第�に, 知的資産の定義をより企

業の内実に即したものにしていく必要があることである｡ 知的資産 (知識ベースの資
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産)は企業を蓄積と活用の主体とし, その企業特有で価値を有し模倣が困難なもので

あるため, 企業の組織能力に対応すると考える｡ 第�に, 地場系企業だけでなく多

国籍企業の海外拠点 (外資系企業) についても動態的な時間軸で考察していく必要が

あることである｡ というのは, 佐藤・大原編 (����) の問題点は, 大原 (�����) が外

資系企業の海外拠点における能力蓄積について実証的にも理論的にも明らかにしてい

ないにも関わらず, 知的資産アプローチのロジックのもと, 蓄積主体を地場系企業に

限定して議論を展開したという点に集約されるからである｡ 第�に研究開発機能及

び多国籍企業の優位性に関する多様性を認め, その内実を詳しく検討していく必要が

あることである｡ 第�に, 東南アジア各国は中国やインドと工業化の初期条件が異

なるものとして区別して検討していく必要があることである｡ 外資系企業を蓄積主体

に含めることは東南アジアの地域特性という観点からも, さらにオートバイ産業とい

う産業特性という観点からも不可欠なことであると考える｡ これは中国やインドと大

きく異なることであり, 東南アジアオートバイ産業を検討する際には強く意識しなけ

ればならないことであるだろう｡

上記の点を東南アジアオートバイ産業に関する議論の前提とすることによって, 佐

藤・大原編 (����) が示した地場系企業に限定した能力構築の固定的な図式は解消さ

れるだろう｡ そのため, 各国オートバイ産業においては地場系企業だけでなく外資系

企業も能力構築の主体になりうることが示されると考えられる｡ その結果, 東南アジ

アオートバイ産業の独自性が明らかになり, さらには地場系企業だけでなく外資系企

業の寄与する当該途上国の産業発展の重要性も引き出すことができるだろう｡ こうし

た個別実証的な議論については別稿で行うことにする｡
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中国汽車工業史編輯部 (���f) 『中国汽車工業専業史 ����[����』 人民交通出版社｡
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東南アジアオートバイ産業に関する実証的課題と理論的問題 (三嶋) ―��―
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東南アジアオートバイ産業に関する実証的課題と理論的問題 (三嶋) ―��―


